
経済のグローバル化は今日、世界の潮流であり、先進国であろうが、発展途

上国であろうが、社会経済制度の差異を問わず、意識的、あるいは無意識的に

其の影響と衝撃を受けている。と同時に、グローバル化はあらゆる国と地域に

とって、ひとつのチャンスでもある。言うまでもなく、各国および各地域の事

情が異なるので、グローバル化の悪影響を避け、そして、其のチャンスを把握

する能力には大差がある。

改革開放政策を実施して以降、中国はグローバル化に巻き込まれ、特に中国

改革開放の先頭に立つ広東省はグローバル化の影響を大いに受けながら、其の

チャンスを把握して、経済を速やかに発展させた。しかし、中国の改革開放の

進行に伴って、中国社会の格差が著しく顕現した。中国社会各階層の所得格差

が拡大していると同時に、地域格差も拡大した。中国改革開放政策を実施して以

降、中国の社会格差の実態はどのようになっているのか。また、広東省の地域格

差はどのような状況であるのか。本稿ではこれらの問題について、検討を行う。

１．経済のグローバル化と中国改革開放政策の実施

グローバル化は政治、経済、文化、科学技術などの領域を含んでいるが、経

済のグローバル化は其の中核を担う領域である。経済のグローバル化とは世界

経済発展の趨勢、即ち、世界統一市場の形成、科学技術の進歩、多国籍企業の
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発展、国際貿易の増長および国際金融市場の拡大化によって、各国と各地域が

互いに緊密な相互依存関係を築き、一体化していく現象である１）。

中華人民共和国が成立してまもなく、毛沢東は「中国地球籍問題」を提出し、

中国は経済発展に力を注がないと、急速に発展している世界経済から捨て去れ

てしまう危険性があると述べた。このように見ると、中国の初代指導者は経済

のグローバル化について、漠然とした認識を持っていた。しかし、毛沢東の時

代において、国内外のさまざまな問題を理由に、中国は基本的に世界経済から

離れていた。７０年代初頭、中国の国連加盟後の中米および、中日国交回復は世

界経済と連動する機運を中国に齎したが、中国の国内政治闘争が足枷となり、

そのチャンスを無駄にした。

７０年代末から８０年代初頭にかけて、「四人組」の失脚と極左思潮の批判に

よって、思想解放運動は着々と展開していった。特にフランス留学経験をもつ

中国指導層の中で明晰な頭脳を有する鄧小平の再登場によって、中国は経済の

グローバル化の潮流に従って、改革開放政策に向けて動き出した。鄧小平指導

の下、中国の改革開放事業は農村から都会まで、沿海部から中西部まで、局部

から全局まで徐々に展開していった。紆余曲折があったにもかかわらず、経済

のグローバル化に適う改革開放政策は中国の基本国策として揺らいだことはな

く、改革開放政策を実施してから３０年間、中国は経済のグローバル化の進展に

うまく溶け込み、中国経済と世界経済の連結はますます緊密になっている。

経済のグローバル化とは、まず市場のグローバル化を意味しており、資本、

技術、経営管理、人材資源などの経済要素は世界市場で合理的、かつ効率的な

配置を求めている。特に改革開放の先頭に立つ広東省は経済のグローバル化を

重視し、積極的に国際分業と国際取引に参入して、地域の優位性と内外の資本、

技術、経営管理、人材などが緊密に結びつき、相互補完することで飛躍的な発

展を遂げた。広東経済は嘗てない急速な発展を持続している。

統計を見ると、１９７８年の中国大陸の国内総生産は３,６４５.２億人民元であったが

（当年の価格で計算、以下も当年の価格）、２００６年は２１０,８７１.０億人民元となり、
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２８年間で５８倍に増大した２）。広東省だけを見ると、１９７８年の総生産はわずか

１８５.５億人民元であったが、２００６年には２５,９６８.５５億人民元となり、２８年間で

１３９.７倍に増大した３）。物価上昇を考慮しても、この増加速度は驚くべき速さで

ある。

中国大陸の平均国民所得は２００２年には１,０００ドルを超え、２００６年には２,０１０ド

ルに達し、２００２年と比較すると倍増した。と同時に、中国の国民所得は世界で

１３２位から１２９位に上昇した。実際の生活の質を見ると、目覚しい改善があった。

２００６年、中国の都市住民の収入は２００２年と比べると、５２.７％増加し、農村住民

は同期２７.１％増加した。２００２年の都市住民と農村住民生活のエンゲル係数はそ

れぞれ３７.７％と４６.２％で、２００６年にはそれぞれ３５.８％と４３％まで下がり、２００２年

に比べて、それぞれ１.９％と３.２％減少した４）。

２．改革開放以降の中国における経済格差の拡大

上述したように中国が改革開放政策を実施して以降、グローバル化の進展に

追いつき、経済建設は成功への道のりを着実に歩み、国民の生活水準も高く

なった。しかし、中国の改革開放政策は経済グローバル化の恩恵を吸収すると

同時に、市場主義の負の側面も吸収せざるを得なかった。改革開放後、資本、

土地、設備など労働力以外の生産要素は所得分配に組み込まれた。またその比

率が高すぎて、一部分の人は有利な条件を利用して、短期間のうちに大量の財

富を収めた。中国の改革開放政策のひとつの側面として、特定の限られた人・

地域が先に富を獲得すること、つまり「先富論」を唱え、高所得者、集団、そ

して地域に対する規制が緩和され、さらには、経済と権力の結託によって、ご

く少数の人が暴利を貪った。９０年代以降、所得分配の公平性が問題視されるよ

うになり、中国社会の安定と改革開放事業にかかわる問題であることからして

も解決していかなければならない。

改革開放以前は都市ならびに農村住民の生活水準は低く、全国各地において
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所得格差は小さかった。他の多くの国家と同様に、極めて低い水準の場合、社

会の経済生活は国家によってコントロールされ、所得分配も平均主義的傾向を

呈している。

ジニ係数は所得分配の平等度を測る係数である。一般的な目安として、ジニ

係数が０.２以下であれば「高度平均」と言い、０.２～０.３の間は「相対平均」、０.３～

０.４は「比較的合理」、０.４～０.６の間は「格差が大きい」。そして０.６以上は「高度

不平等」、つまり「両極分化」と解釈し、一般的に、０.４は貧富の格差の「警戒

線」と言われている。

１９７８年の中国の国民所得のジニ係数については別の言い方があるが、概略は

０.２以下で、その内訳は、都市住民が０.１６で、農村住民が０.２１程度であった。こ

れは改革開放前の中国国民の所得分配について「高度平均」を象徴するもので

ある。当時の中国での流行語は、「大鍋でご飯を食べる」（吃大锅饭）であった。

改革開放政策を実施してから、特に９０年代の半ばから、中国国民の所得格差が

徐々に開き始めた。世界銀行の統計によると、１９９５年の中国のジニ係数は

０.４１５で、所得分配の国際基準とされる「警戒線」を超えた。１９９８年には一時的

に０.４０３まで（同年インドは０.３７８で、日本はわずか０.２４９）下げたが、２００１年に

は再び０.４４７まで上昇した５）。

中国国内の統計結果は世界銀行の統計結果より高かったり低かったりするが、

いずれにしても、９０年代半ばの中国のジニ係数は０.４に近いか、あるいはそれを

越えたことになる。中国国家統計局が算出したジニ係数は世界銀行のものに近

い。両者の２０世紀末の中国全国のジニ係数は０.４０～０.４２であり、都市は０.３０に

近いが、農村は０.３６前後であると考えている６）。ただし、指摘すべき点がある。

それは世界銀行と中国統計局は中国のジニ係数を算出するときに、帳簿上の賃

金と会計上の所得しか考慮していないことである。実際には、中国で公表され

ている数値から算出した所得の差は実際よりずっと小さいと言わなければなら

ない。

国連開発計画書が２００４年に公表した数字によると、中国全国のジニ係数は
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０.４５であり、２割の貧困人口の所得、あるいは消費は４.７％しか占めていない。

対照的に、２割の高所得者は社会の総所得の５０％占めている。前者と後者の人

口に占める割合は同じだが、所得格差は１０倍以上である。

中国社会科学院経済研究所の所得分配研究チームは長年にわたって継続的に

調査を行ってきた。２００４年に発表した調査報告の中で、２００２年の中国のジニ係

数は０.４５４で、それはやはり最も高い所得層の収入と権力者の不明収入を考慮

していない。また、２００２年において、１％の最高所得者層の所得が中国におけ

る全所得の６.１％を占め、５％の高所得者層を合わせるとその所得は全国所得

の約２割を占め、１９９５年より大幅に上昇したと述べられている７）。

このような現状を踏まえ、中国の経済研究者と社会科学研究者の中には、中

国のジニ係数は０.５に達していると考える人も多い。これはやはり公式統計よ

り高いが、その要因には以下の幾つかの点がある。⑴都市と農村の格差は統計

より大きい。都市、特に大都市の住民が住宅、医療保健、教育などの面におい

て、享有している優遇と福祉は、農村の大多数の住民にとって、現時点におい

ては想像にも及ばないものである。そして、たとえ都市であっても、社会的地

位と職業によって、待遇には雲泥の差が存在する。このような優遇や福祉など

は対象範囲が小さく、あるいは意図的に取り上げられないため、多くの内容が

統計に反映されていない。⑵都市にしろ、農村にしろ、権力と金の結託による

腐敗現象が多く存在している。ある部門は独断で利益を保有し、権力者の多く

が不透明な収入と不正収入を得ている。⑶中国の納税制度および、ほかの所得

の再分配制度には欠陥があり、数少なくない富裕者が統計から漏れていると同

時に、一部の貧困者の所得が高く計算されていた。

改革開放後、３０年にも満たないが、貧富の格差はすでに中国社会最大の関心

事になっている。９０年代半ば以降の中国社会における著しい貧富の格差拡大は

改革開放政策の必然的な結果であるとは言えない。経済のグローバル化に適う

中国の開放改革政策については総体的には賛成しているが、改革開放政策の旗

を掲げた中国の一連の経済政策および、社会政策の計画策定は中国社会の特徴
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を十分に把握していなかったと考えられる。また、たとえ中央の政策が正しい

としても、「上に政策あれば、下に対策あり」（「上有政策、下有对策」）によっ

て、中央の良い政策が歪曲された。結果として、少数の特定地域だけが豊かに

なり、大部分の地域の発展スピードが遅くなり、中国東部と中西部の格差が拡

大した。都市住民、特に大都市住民は短期間で所得を増大させたが、農民の大

多数は改革開放の成果を享受できなかった。限られた少数の人々は政策の弱点

を利用して、あるいは、権力と金を交換して富を獲得したが、大部分の人は本

職に実直で、労働による所得増加は立ち遅れている。簡単に言えば、東部、中

部、西部間の地域格差、都市と農村の所得格差、ごく少数の高所得者と大多数

の一般庶民の所得格差である。

⑴中国における地域所得の格差問題であるが、中国の改革開放には自らのロ

ジックがあるが、実行過程は経済のグローバル化に繋がっているので、世界の

有益な条件を利用しなければならない。それを受け、中国の改革開放は東部沿

岸地域から重点的に始められ、東部沿海地域は中央政策の優遇を獲得し、また

自身の地域優位もあって、改革開放政策の実益を優先的に収めていた。それと

は対照に、広大な面積を有する中西部の開発は遅れ、先発優位を失い、東部と

の格差が拡大していった。農村住民の所得を見ると、１９７８年、１９８５年、１９９０年、

２０００年の中国東部、中部、西部の比率はそれぞれ、１.３６：１.０９：１、１.５９：１.１８：

１、１.７３：１.１６：１、２.２３：１.６５：１と２.２７：１.３５：１であったが８）、２００２年の中

国西部農民の所得は東部農民の半分以下であった。地域別に見ると、２００２年、

上海地域の農民の平均年収は６,２２３人民元であったが、貴州とチベットの農民

の平均年収は１,５００人民元で、後者は前者の１／４にも満たない９）。都市住民を

見ると、改革開放政策が始まったばかりの１９８１年、全国の都市住民の平均所得

は４５８人民元で、東部、中部、西部の比率は１.０２：０.８５：１となっており、東部

のほうが西部より７.７人民元高かった。１９９５年、全国の都市住民の平均所得は

４,２８３人民元で、東部、中部、西部の比率は１.４２：０.９７：１となった１０）。農村住

民の所得格差と比べれば、都市住民の所得格差はやや小さいが、絶対値が大き

194 立命館大学人文科学研究所紀要（９２号）



いので、東部、中部、西部の全体の所得格差への影響は小さくない。

⑵都市と農村の所得格差問題であるが、改革開放実施前は中国の農村では長

期にわたり、集団労働を行ってきた。国家は工業製品と農産物の価格差によっ

て工業発展の資本蓄積を行い、農村住民の生活水準は一貫して非常に低かった。

改革開放政策を実施してからは、農村での生産量連動請負責任制の実行により、

農民の生産意欲は高まり、収入も著しく増加した。１９７８年から１９８５年までの間

に、農家の年収は名目上１６％上昇し、物価の上昇を除いた実質成長率は１３％で

あった。この期間に農村と都市の格差は小さくなったが、その後の国家政策は

再び都市に傾き、農民所得の増加速度は減速し、都市との格差は再び拡大して

いった。具体的には、１９９８年から２００４年にかけて、農民平均純所得は合計５３２

人民元増加したが、同期間の都市住民所得は３,３１２人民元増加し、毎年平均５５２

人民元増加した。即ち、農村住民６年間の所得の増加額は都市住民１年の増加

額よりも少ないのである１１）。都市と農村の純収入の比率を見ると、改革開放前

の１９７８年は２.５６：１で、１９８５年は１.８６：１まで縮まったが、１９９５年に再び２.７１：

１まで広がり、２００４年には３.２０：１まで広がった１２）。貯蓄は住民所得を説明す

るうえで、重要な指標のひとつである。ここ数年、都市住民の貯蓄は農村住民

の７～８倍になっている。都市住民と農村住民の所得格差は上述した項目だけ

でなく、住宅、医療保健、社会保障などの優遇についての格差も含まれている。

中国政府は近年、「三農問題」１３）の解決を地域格差の解決と同様に重要視して

いる。

⑶少数の高所得者と一般労働者との格差問題であるが、改革開放を実施して

以降、貧富の格差が拡大する中、社会の財や富が短期間のうちに、ごく少数の

人に集中していることが問題である。権力で暴富した権力者と彼らと結託して

いる経営者に対して国民は強い不満を抱いている。財や富の過度な集中は中国

の社会主義制度とは明らかに矛盾しており、中国の改革開放政策の共同富裕目

標と相反するもので、大きな社会問題を引き起こす恐れがある。中国社会科学

院経済研究所の中国の都市と農村住民の所得分配研究チームは、１９８８年と１９９８
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年に全国規模で２度、抽出調査を行った。調査結果は、農村、都市ともに収入

は限られたごく少数の人に急速に集中していた１４）。中国の財富高度集中問題は

ここ数年、ますます酷くなっている。

中国社会における所得格差問題を引き起こす要因は複雑であるが、「先ずは

一握りの人が裕福になって」という改革開放政策に対する誤解、あるいは恣意

的歪曲解釈はその要因のひとつであろう。中国経済界において、「効率と公平」

を長期的に両立させることは困難で、社会格差の拡大は避けられない現象であ

るという認識も、貧富の格差拡大を助長したと言わなければならない。もちろ

ん、経済のグローバル化の実行過程で、欧米の新自由主義、市場至上主義の悪

影響も受けた。さらには、中国の民主制度が未発達で、権力に対する監督手段

が乏しい中、市場経済と政治権力が無秩序に結びついたことで中国社会の格差

はますます拡大し、深刻な社会問題になっている。

３．広東省における各地経済格差の露見および原因分析

広東省は中国改革開放の試験地である。中国で最初の４つの特別経済区のう

ち、３つは広東省内にあり、深圳、珠海、汕頭などは中国内外において注目さ

れている。また、広東省は長期にわたって、中国の国民総生産に占める割合が

１／１０程度、貿易に占める割合が１／３程度であることから、広東省は中国改

革開放政策の成果を考察する重要な地域であり、言うまでも無く、広東省にお

ける諸問題もある程度まで、中国の問題として説明できる。本稿においては、

資料の制約により、広東省の経済格差分析は主に地域格差に焦点を当てて分析

を行う。

広東省は中国大陸の最南部に位置し、東は福建省と隣接し、東北部は海を挟

んで台湾と向かい合い、北部には江西、湖南、西部は広西と繋がっており、南

には南海が広がっている。珠江デルタ地域の東側と西側には香港、マカオがあ

り、特別行政区と繋がっている。そして、広東省の南西部は海を挟んで海南省
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を互いに望める（１９８５年まで海南島は広東省に属していた）。広東省は特異な

地域・地理で、冷戦時代、国防前線として、重要な工業計画はひとつも置かれ

なかった。当時、広東は恵まれた水利と亜熱帯気候を利用し、既存の基礎を活

用して小規模の軽工業を発展させ、省内経済を成長させた。当時の広東省は工

業が未発達で、長期間「農業省」という認識の下、全国で後進地域と見なされ

ていた。

１９７８年の中国共産党１１期三中全会で国策の中心を経済建設に転じることを決

め、改革開放を長期的な国家政策として確定した。経済のグローバル化を後ろ

盾にした改革開放は中国にとって初の試みであったため、試験地域を選択しな

ければならなかった。中央政府は広東省を選択し、深圳、珠海、汕頭を経済特

区として優遇政策と優遇措置を与えた。中央政府が広東省を改革開放の試験地

域として選択し、３つの経済特区を確定した理由は、広東省は香港とマカオに

近く、また、華僑が多いことから、経済のグローバル化過程に速やかに参入で

きると判断したからである。

香港とマカオは自由港であり、人材と貨物の移動に都合が良く、特に香港は

アジア太平洋地域における商業、貿易、金融センター、海運、航空、情報の中

心として有名である。香港には工業と商業界の人材が多く、彼らは国際商業界

との関係が深く、多くの多国籍企業の地域センターは香港にある。香港とマカ

オの同胞の多くが広東出身で、歴史上「省（広東を指す）港（香港）澳（マカ

オ）」の関係は非常に緊密であった。国外にいる華僑は数千万人にのぼり、少

なくともそのうちの７割が広東出身で、特に東南アジアの工業と商業に従事し

ている華僑華人は資金、技術、管理などの面において、広東の発展に貢献でき

る。また、彼らは香港、マカオと東南アジアの華僑ネットワークを通じて世界

各地の多国籍企業を広東に呼び込んで創業することができる。

中国共産党１１期三中全会の大綱に基づき「特別な政策と特別優遇措置」とし

て広東省の人々を奨励した。広東省は香港とマカオに隣接し、華僑が多いとい

う２つの優位性を利用して、急速に経済発展を遂げた。広東、特に珠江デルタ
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の東部と西部は香港とマカオの産業拡大の適地として脚光を浴び、多くの製造

業者が短期間のうちに相次いで自社の生産拠点を深圳、広州、東莞、中山など

の地域に移転させた。８０年代初頭から９０年代末まで、珠江デルタ地域の経済発

展は広東経済、そして中国経済を牽引した。現在、珠江デルタ地域はすでに

「小康状態」に入り、香港、韓国、シンガポール、台湾などの地域に追いつこう

としている。

すでに「小康状態」に入った珠江デルタ地域の東部・西部とは対照的に、北

部の山間部の発展レベルは低く、一部の住民の間では食糧問題が完全に解決さ

れておらず、広東の経済発展がアンバランスで貧富の格差が著しい状態である

ことを物語っている。

広東地域発展のアンバランスと貧富の格差は主に以下のいくつかの面で体現

している。

⑴発展地域の面積がまだ小さく、後進地域の面積が大きい。珠江デルタ地域

には広州、深圳、珠海、東莞、中山、佛山、江門、恵州、肇慶の９つの市、珠

江デルタの外に１２の市がある。珠江デルタ地域の面積は広東省の３割を占め、

東部、西部、北部の山間部が７割を占めている。広東省の人口分布割合を見る

と、珠江デルタ地域が２７.８５％、それ以外の地域が７２.１５％である１５）。

⑵経済の発展レベルが地域によって大きく異なる。改革開放後、広東省各地

域において、経済総量と住民平均所得はいずれも大幅増加したが、地域格差が

大きい。２００３年、珠江デルタ地域の総生産額は１１,３４０.１３億人民元で、東部は

１,４３８.２億人民元、西部は１,４１０.８２億人民元、北部山間部は2,193.71億人民元で

あった。経済総量を見ると、北部山間部は珠江デルタ地域の１９.３４％しかな

かった。この比率は２００１年が２２.１％、２００２年が２１.２０％で山間部と珠江デルタ地

域の格差は拡大した。住民の平均所得を見ると、２００３年、珠江デルタ地域は

３９,７８２人民元で、東部は９,１４８人民元、西部は９,１５４人民元、山間部は７,６０４人民

元であった。北部山間部の平均所得は珠江デルタ地域の１９.１％で、西部は珠江

デルタ地域の２３.０３％であった１６）。
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⑶各地域の経済レベルは広東省において両極分化の趨勢を呈している。２００２

年、各地域の総生産額が広東省に占める比率は珠江デルタ地域が８０.２３％、東部

が１１.１６％、西部が１０.３５％、広東省の人口の４０.７％、面積の６５.４％を占める北部

地域はわずか１６.１％であった１７）。

⑷各地域の財政力の差が大きい。２００３年の財政を見ると、珠江デルタ地域は

８４８.０３億人民元で、広東省財政の６４.４６％を占めており、絶対額は２００２年より

１０.３％増加した。東部は４２.３１億人民元で、２００２年より６.５２％増加、西部は３７.６７

億人民元で、２００２年より１３.９６％増加、山間部は５０.６６億人民元で、広東省の

３.８５％を占めるにとどまったが、２００２年より１４.２％増加した。絶対額を見ると、

山間部の財政収入は珠江デルタ地域の５.９７％しかなかった１８）。

⑸住民の生活レベルに地域間格差がある。貯蓄は住民生活のゆとりを示すも

のであり、住民の生活水準と富裕の程度を示している。２００３年末の１人当り平

均貯蓄額は、珠江デルタ地域が４.６１万人民元で、２００２年より１７.９％増加した。

東部は０.６７万人民元、西部は０.５５万人民元、山間部は最も少なく、０.４３万人民元

で、珠江デルタ地域の１／１０にも満たなかった１９）。

⑹発展過程において地域間協力が大きく欠如している。大規模なインフラ施

設の調整・協調ができておらず、設置場所、利用方針、利用時期などが計画と

は矛盾し、混乱を招いている。具体的に述べると、広東省にはいくつの国際空

港があるが、分業関係が築けておらず、ある空港の利用率は過密であるのに対

し、ある空港の利用率は極めて低い。（珠海空港の利用率はわずか７～８％で

ある）都市間を結ぶ鉄道などの交通網は各都市の構想が協調できないので進展

が遅い。そして、省内産業の地域構造調整が実行できていない。各地域内部の

工業構造はほとんど同じで、低いレベルでの重複建設現象が顕著に見られ、企

業は競合する関係になり、補完的な工業構造の形成に至っていない。一方、地

域間の産業構造の差は大きい。各地域における３次産業の構成は、２００２年の珠

江デルタ地域は４.４９：４９.７７：４５.２９であったが、翌年の２００３年には４.１５：５２.３８：

４３.４７となり、第１次産業の比率は全産業の１／２０に満たないレベルまで下がっ
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た。東部は２００２年、１６.８５４：６.１５：１５.３７で、翌年の２００３年は１５.７８：４７.４２：３６.８

となった。西部は２００２年、２７.７４：３６.９２：３５.３４で、２００３年は２５.３８：３９.４２：３５.２０

であった。山間部は２００２年、３０.０１：３７.１４：３２.８５で、２００３年は２８.４３：３８.２１：

３３.３６であった。上の数字からわかるように、珠江デルタ地域は第１次産業の

比率は他の地域より極めて小さく、第２次産業と第３次産業が発達している。

山間部の産業構造は第１次産業の比率が１／３近くを占め、第２次産業および、

第３次産業の発展速度は遅い。

広東省各地域の経済発展の不均衡をはじめ、地域間の貧富の格差が拡大した

要因は複雑で、歴史的要因もあれば、広東省における計画上の問題や各地域の

能動性の問題など、今現在の問題が要因になっている場合もある。

歴史を振り返ると、珠江デルタ地域は自然環境にも恵まれた地域で、従来か

ら広東の都市が高度に集中し、商品経済が発展していた。この地域の人々は外

との交流が盛んで、開放的概念を持っており、経済意識も強い。以上のような

さまざまな要因が絡み合い、この地域が急速に発展してきたのは言うまでもな

い。

珠江デルタ以外の地域を見ると、広東の東部・西部以外の北部の山間部は都

市部から遠いうえに、交通のアクセスが悪いため、珠江デルタ地域経済の恩恵

や影響を受けることは少ない。これらの地域は海外華僑も多いが、潮州と汕頭

の華僑とは違って、他の地域の華僑からは故郷に対する援助も少ない。地理的

に香港とマカオに近い珠江デルタ地域は海外からの投資や情報などを受けやく、

また、海外華僑が帰国して創業することをはじめ、外国企業が海外で生産基地

を選択する場合、この地域が最も合理的である。東莞の急速な発展はこの事実

を説明している。８０年代の汕頭経済特区、湛江開放都会を除く広東東部と西部

は珠江デルタ地域と比べて交通のアクセスが悪く、外との繋がりが無い状態で

あったため、海外の投資家や企業経営者は敬遠した。

主観的意見を述べると、珠江デルタは物質的条件に非常に恵まれ、省幹部と

住民は開放的で向上心がある。見識が高く、柔軟性も高いので海外の投資家と

200 立命館大学人文科学研究所紀要（９２号）



の交流に適している。一方、東部と西部、および山間部は物質的条件に恵まれ

ず、住民は保守概念に傾き、向上心が乏しい。彼らはこの状況を変えようとす

る意欲はあるが、其の行動力が欠けている。
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